
ご参考資料
2019 年 8 月 23 日

マニュライフ・アセット・マネジメント株式会社

当資料に関する留意事項については、最終ページを必ずご覧ください。

追加関税は米国の個人消費に痛手
12 月 15 日まで延期された一部エレクトロニクス
製品やその他の中国輸入品に対する追加関税の発動は、
ホリデーシーズン後の米国の個人消費に影響を与える
でしょう。

追加関税の一部は企業に吸収される可能性がありますが、企業収益率は
1 年前よりも低下しており、また追加関税が米国の消費者に与える影響
にも注視が必要であると考えます。金利見通しの面では、0.5％の追加
利下げのみによって、企業および消費者心理が改善するとは考えられ
ませんが、市場心理や経済成長の多少の下支え要因にはなると見ています。

関税による企業および消費者心理の悪化が
米国経済に影響を与える可能性
2020 年の景気後退入りはないと予想されるものの、
引き上げられた関税により、企業および消費者心理が
悪化し、2020 年の米国の経済成長率が 1％台に低下する

（もしくはそれを若干下回る）可能性があると見ています。

経済成長や金利見通しに
影響を与える追加関税

　フランシス・ドナルド                                                              
チーフエコノミスト兼マクロ経済ストラテジー・グローバルヘッド
マニュライフ・インベストメント・マネジメント　　　　　　　　

追加利下げの可能性
FRB（米連邦準備制度理事会）は市場心理の下支えの
ために、0.5％の追加利下げを行う可能性があると見られます。
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※マニュライフ・インベストメント・マネジメントは、マニュライフ・ファイナンシャル・コーポレーションにおける 
 資産運用ビジネス部門の新しいグローバル・ブランドであり、従来のブランド名であるマニュライフ・アセット・ 
 マネジメントから変更しております。また、各国拠点の社名についても順次変更を行っております。 




